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全国セルプ災害対策本部「平成28年熊本地震」の支援活動について（第６報）
～ 被災施設・事業所に対して実施した調査結果と５月末日までにいただいた

義援金よりお支払いする見舞金額についてご報告します ～
全国セルプ災害対策本部（※）における「平成28年熊本地震」に係る被災地支援活動についてご報告します。
（※）全国社会就労センター協議会（全国セルプ協）と日本セルプセンター（日本セルプ）が共同して災害支援
を行うための枠組み
本通信速報531（６月３日）における『支援活動について（第５報）』の中でご報告の通り、５月末日までの期間で募集した義援金については、① ここまでいただいた金額で被害状況に応じて速やかに被災施設・事業所に見舞金をお支払いをすること、② 社会就労センターの事業の要となる生産設備の被害に応じた追加のお支払いと支援活動経費に充当するために２次募集（７月末日まで受付）を行うこと、を６月１日に開催した対策本部会合（第３回）において決定しました。
この内の①についてですが、県組織のみの会員を含む熊本県内の全会員施設・事業所、大分県の別府市・由布市に所在する会員施設・事業所に対して実施した『被災状況と支援希望等に関する調査』の結果を踏まえ、対策本部が行う支援活動について定めた「全国セルプ災害時対応マニュアル」の別紙の「災害支援基金運営要綱」の中の支援金支給額の基準（建物や生産設備の被害状況に応じた支給額を定めています）により被災した施設・事業所にお支払いします。
『被災状況と支援希望等に関する調査』については、５月16～25日の期間で実施しましたが（回答のなかった事業所に対しては５月26日以降に個別に回答を依頼しています）、その結果（概要）は以下の通りです。
	「平成28年熊本地震における被災状況および支援希望等に関する調査」結果について

[調査結果概要]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔平成28年６月13日〕
１．調査実施期間　　平成28年５月16日（月）～25日（水）

※ 期間中に回答のなかった事業所には個別に回答を依頼

２．調査回答数　　　63（回収率84％）…６月13日17時までに到着した回答数

※ 送付対象は熊本県68、大分県７の計75

３．調査結果（※ ％の母数は回答数である63）

（１）施設・事業所のサービス提供の状況（休業の有無等）

・ 休業した　　　　30事業所（48％）

⇒ １～３日程度　11事業所、１週間程度　10事業所、２週間程度　３事業所、

３週間程度　４事業所

・ 休業していない　33事業所（52％）

※ “くらす”支援部分については、施設・事業所の共有スペースでの受け入れをしたケースが

３事業所、ＧＨの被災等により他のホーム等に移っていただいたケースが８事業所であった

ことが確認できた。

（２）利用者の被災状況

・ お亡くなりになった方（がいる事業所　※以下同様）　　０事業所（０％）

・ 怪我等をされた方　　　　　　　　　　　　　　　　　　４事業所（６％）

⇒ 人数は回答のあった事業所すべて１名

・ 無事が確認できない方　　　　　　　　　　　　　　　　０事業所（０％）

・ 事業所に通ってこられない方　　　　　　　　　　　　　13事業所（21％）⇒ 人数は１～８名
（３）職員の被災状況

・ お亡くなりになった方（がいる事業所　※以下同様）　　１事業所（２％）⇒ 人数は１名

・ 怪我等をされた方　　　　　　　　　　　　　　　　　　１事業所（２％）⇒ 人数は１名

・ 無事が確認できない方　　　　　　　　　　　　　　　　０事業所（０％）

・ 職場に出てこられない方　　　　　　　　　　　　　　　４事業所（６％）⇒ 人数は１～３名

・ 住まいが被災し別の場所（避難所含）で生活している方　14事業所（22％）⇒ 人数は１～３名

（４）建物（施設・事業所）の被害の程度

・ 全壊相当　　　　　１事業所（２％）

・ 大規模半壊相当　  ０事業所（０％）

・ 半壊相当　　　　　５事業所（８％）

・ 軽度被害相当　　 42事業所（66％）

・ 被害なし　　　　 16事業所（25％）

   ⇒ “全壊相当”被害の状況（一部抜粋）

・ 増築部分の構造部分損傷により、床、壁、天井、サッシの損壊で全壊状態。地盤隆起による

エントランスおよび駐車場の損壊、水道配管、ガス配管の損傷。作業棟の西側の地盤沈下に

よる倒壊の可能性あり。

⇒ “半壊相当”被害の状況（一部抜粋）

・ 外壁、内壁、天井、基礎部分に亀裂。床の一部が５cmほど陥没し、壁及び窓枠が傾きドア
が閉まらなくなった受水槽の外装部分に亀裂。

・ 地盤沈下（70cm程）により建物自体が傾く。壁にヒビが多く入る（内外装ともに）工場内

の天井部（石膏ボード）の剥がれが多くみられる。

・ 壁・天井・壁・階段等に亀裂、一部天井が落ち、窓ガラスが数枚割れた。玄関前アスファル

トに亀裂。渡り廊下の接合部分がずれ。等

・  外壁に亀裂が見られ、印刷機器設置室の床面が沈下している。窓枠に設置された鉄筋ブレ

ースに歪み・たるみがあり、窓枠の歪みにより窓の開閉ができなくなっている。

・ ２階は天井が落ちている箇所がある。また、壁が剥がれ落ちている箇所もある。１階は窓ガ

ラスが割れ、壁に亀裂が入っている箇所も多数ある。

（５）生産設備の被害の程度 

・ 大きな被害　　　０事業所（０％）

・ 中程度の被害　　４事業所（６％）
・ 軽度の被害　　　25事業所（39％）

・ 被害なし　　　　35事業所（55％）

   ⇒ “中程度”被害の状況（一部抜粋）

・ 印刷機や工作機械の作動不良　　・ 上水用加圧ポンプの破損等
・ 水耕栽培の地下タンク（11トンタンク）　　・ 野菜の乾燥機ほか生産設備に被害

（６）車両に関する被害 

・ 被害あり　　1事業所（２％）
⇒ 車両４台の破損 
・ 被害なし　　62事業所（98％）

（７）事業所の売上への影響

・ 影響あり　　39事業所（62％）
・ 影響なし　　24事業所（38％）

（８）自立支援給付の状況（通常比）

・ 下回る見込み　　32事業所（51％）

・ 変わらない　　　31事業所（49％）

（９）実施事業（障害福祉サービス等）今後の見込み・・・（９）以降は追加項目のため回答は60事業所
・ 廃止も検討せざるを得ない　　　０事業所（０％）

・ 縮小を検討している　　　　　　１事業所（２％）
⇒ 就労系事業ではなく同法人が実施する相談支援事業
・ これまで同様の事業を維持　　　59事業所（98％）

（10）実施している生産活動の今後の見込み

・ 生産活動の廃止も検討　　　　　０事業所（０％）

・ 縮小を検討　　　　　　　　　　２事業所（３％）

・ これまで同様の事業を維持　　　58事業所（97％）
⇒“縮小を検討”している背景（一部抜粋）

・ 麺づくり、焼き菓子を生産しているが、販売先が地震で被災しているため休業に追い込まれ、
注文の減少で生産調整せざるを得ない。（作業は維持、生産量は減少）

・ 水耕栽培の地下タンクおよび屋根フィルムの破損があるが、修繕費は多額である。設備機械
が災害復旧補助金の対象外であり、目処が立たない。２棟中、被災した１棟は廃止せざるを得
ないと考えている。


このような被害状況を踏まえ、上述の通り「全国セルプ災害時対応マニュアル」の別紙の「災害支援基金運営要綱」の中の支援金支給額の基準（以下参照）に基づき、計48施設に対して合計580万円の見舞金をお支払いいたします（調査に未回答の事業所が一部にあることから、この金額は増える可能性があります）。当該施設・事業所には案内（振込先口座の確認等）を６月７日に発送しています。
なお、調査結果と５月31日に開催された熊本県セルプ協施設長会議における今後の支援活動についての意見交換（阿由葉本部長（全国セルプ協会長）が出席）を踏まえ、生産設備に関する現行制度における支援は不十分であることから、生産設備被害についての支給額は一段階上位区分に読み換えることでお支払いすることといたします。（詳細は５ページ参照）
	全国セルプ災害時対応マニュアル別紙「災害支援基金運営要綱」別表：支援金支給額
１．建物の被害

被害の程度

被害の内容

支給額

全壊

施設の建物、外構がその使用目的のための基本的機能を喪失したもの。例えば、建物全部の倒壊、流失、埋没、焼失、または建物の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難な状態にあるなど。

目安として、建物の損壊、消失、流失部分の床面積がその建物の延床面積の70％以上、または建物の主要な構成要素の経済的被害が建物全体に占める損害割合が50％以上に達した程度のもの。

なお、ライフラインの停止により、施設運営に同等の被害を受けていると判断できる場合も含むこととする。

60万円／

施設・事業所

大規模半壊

施設の建物、外構がその使用目的のための基本的機能を大きく喪失したもの。例えば、建物が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなければ使用することが困難なもの。

目安として、損壊部分がその建物の延床面積の50％以上70％未満のもの、または建物の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その建物の損害割合が40％以上50％未満程度のもの。

なお、ライフラインの停止により、施設運営に同等の被害を受けていると判断できる場合も含むこととする。

半壊

施設の建物、外構がその使用目的のための基本的機能半分程度喪失したもの。例えば、建物がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、例えば、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもの。

具体的には、損壊部分がその建物の延床面積の20％以上50％未満のもの、または建物の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その建物の損害割合が20％以上40％未満程度のもの。

なお、ライフラインの停止により、施設運営に同等の被害を受けていると判断できる場合も含むものとする。

30万円／

施設・事業所

軽度被害

半壊よりも軽度の被害状況のもの

５万円／

施設・事業所

２．生産設備の被害

被害の程度

被害の内容
支給額

大きな被害

これまで行ってきた生産作業等がほとんど行えない程度に生産設備に被害を受けている。（設備の更新が必要）

10万円／

施設・事業所

中程度の被害

これまで行ってきた生産作業等が半減する程度に生産設備に被害を受けている。（設備の修繕等が必要）

５万円／

施設・事業所

⇒ ６月１日に開催された対策本部会合において、生産設備の被害については以下の通り支給額を

上位区分に読み換えて支給することを確認
・ 中程度の被害　５万円／施設・事業所 ⇒ 10万円／施設・事業所

・ 軽度の被害　　支援金なし ⇒ ５万円／施設・事業所

３．車両

被害の程度

支給額

廃車となった場合

5万円／施設・事業所

◎ ６月13日時点での把握状況に基づく支給額

● 建物（施設・事業所）被害

・ 全壊相当　　　　　１事業所×60万円 ＝  60万円

・ 半壊相当　　　　　５事業所×30万円 ＝ 150万円

・ 軽度被害相当　　  42事業所×５万円 ＝ 210万円

（計）　　　　　　　　　　　　　　　 　410万円

● 生産設備の被害 

・ 中程度の被害　　４事業所×10万円（基準額の５万円から読み換え）  ＝  40万円

・ 軽度の被害　　　25事業所×５万円（基準の支払いなしから読み換え）＝ 125万円
　（計）　　　　　　　　　　　　　　　                                165万円

● 車両に関する被害 

・ 被害あり　　１事業所×５万円＝ ５万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　580万円



今回の見舞金のお支払いを踏まえた現時点での収支見込については次ページの通りです。５月末日までにいただいた義援金は被災施設・事業所への支給、熊本県セルプ協への支給、九州ブロックにおける物資支援経費にのみ充当することとしており、義援金収入のほぼ同額がそれらの経費に充当されます（義援金収入695万6,261円 － 関連支出697万7,333円＝ △２万1,072円）。

なお、繰り返しになりますが義援金は７月末日まで募集期間を延長（２次募集）しております（７～８ページ参照）。①生産設備に被害がある施設・事業所に対しての追加の支援（２次支給）、②対策本部の支援活動経費（現時点で100万円超発生）、に充当させていただきます。引き続きご協力をお願いいたします。

●平成28年熊本地震に係る全国セルプ災害対策本部の支援活動収支
（平成28年６月13日時点）

[image: image1.emf]内容 金額 備考

【収入】

義援金収入 6,956,261５月末日までの入金分（計133法人・施設等から入金）

（収入計） 6,956,261

【支出】

義援金支給（１次分） 5,800,000

計48施設に被害状況に応じて支給（※被害状況調査に未

回答の事業所もあるため増額となる可能性あり）

熊本県セルプへの先行

支給

1,000,000被災施設への支給額は県セルプにおいて判断

九州ブロック物資支援

経費

177,333

熊本県内の物資集積拠点に物資を届けた際のガソリン

代、その際に得たニーズから購入した物資費用（※支援

物資の殆どは九州各県の会員施設からの無償提供）

（支出計） 6,977,333

（収支差） △ 21,072

５月末日までの義援金は、被災施設への支給、熊本県セルプ協

への支給、九州ブロックにおける物資支援経費にのみ充当、差

額（マイナス分）は義援金２次募集分で充当予定

（以下、対策本部における活動経費）　

【支出】

4/20熊本現地入経費 373,894対策本部員４名、同行事務局１名の旅費・宿泊費等

5/2大分現地入経費 206,780対策本部員３名の旅費・宿泊費等

5/31熊本セルプ施設長

会議出席経費

183,140阿由葉本部長、同行事務局１名の旅費・宿泊費等

6/1第３回対策本部会

合開催経費

333,680

対策本部員7名の旅費・宿泊費、会場費等（※第１回、

第２回会合は予定のあった全国セルプ協会議の中で開催

した）

（支出計） 1,097,494

※６月１日以降の義援金（2次募集分）の一部と、災害

支援基金の取崩額により充当予定


	■ 全国セルプ災害対策本部「平成28年熊本地震」に係る義援金の募集について

（募集期間延長（７月末日まで）のお知らせ）
「平成28年熊本地震」における全国セルプ災害対策本部（※）の支援活動として、全国の社会就労センター関係者の皆様に義援金へのご協力をお願いしております。送金口座の詳細は次ページでご確認ください。多くの関係者のご協力をお願いいたします。

（※）全国社会就労センター協議会と日本セルプセンター合同の災害支援の枠組み
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
平成28年６月３日
平成28年熊本地震で被災したセルプ施設・事業所支援のための義援金

（７月末までの延長）について〔協力依頼〕
全国社会就労センター協議会（全国セルプ協）および日本セルプセンターセルプ）事業への日頃からの格段のご支援に感謝申しあげますとともに、熊本地震で被災された社会就労センター関係者の皆様に心よりお見舞い申しあげます。

さて、全国セルプ協および日本セルプの両組織は、今回の災害に対して「全国セルプ災害対策本部」（以下「対策本部」、両組織が共同して災害支援を行うための枠組み）を立ち上げ、支援活動を進めて参りました。その一環として、４月19日から５月末日までの期間で被災したセルプ施設・事業所の支援を目的とし、セルプ関係者を対象とした義援金を募集しました。ご協力をいただいた皆様に厚く御礼申しあげます。

この義援金の募集については、６月１日（水）に開催された災害対策本部会合（第３回）での協議の結果、７月末まで期限を延長することとなりました。５月16日から25日の期間で実施した『被災状況と支援希望等に関する調査』（県組織のみの会員を含む熊本県内の全会員施設・事業所、大分県の別府市・由布市に所在する会員施設に対して実施）の結果、「地震被害による復旧国庫補助対象は建物のみであり、損壊した生産設備等の補修・買い替え費用は対象となっていない」といった回答を多くの施設・事業所からいただき、５月31日（火）に開催された熊本県セルプ協施設長会議における今後の支援活動についての意見交換）の中でも、同様の意見が確認されました。生産活動を行う社会福祉施設・事業所である社会就労センターにとって、生産設備は事業経営（運営）の要です。その生産設備に関する現行制度における支援は不十分であることから、関連の制度予算要望を進める一方で、引き続き全国のセルプ関係者より義援金を募集し、生産設備に被害がある施設・事業所に対して、追加の支援（２次支給）を実施することといたします。関係者の皆様のご理解とご協力をよろしくお願い申しあげます。

なお、災害対策本部会合（第３回）においては、被災された施設・事業所の状況やニーズに応じて、物資支援や人的支援についても都度検討・実施していくことが確認されました。これまでの支援活動の経費（現時点で約100万円が発生、内容は熊本・大分への現地入りや対策本部会合の開催経費）は、対策本部の事務局のある全国セルプ協から拠出してきましたが、今後見込まれる支援活動経費の確保の必要もあることから、６月以降の追加依頼分としていただいた義援金については、その一部を支援活動の経費としても活用させていただきます。この点についても、関係者の皆様のご理解をよろしくお願い申しあげます。
全国セルプ災害対策本部

平成28年熊本地震で被災したセルプ施設・事業所支援のための義援金（追加依頼）
１．送金口座：① 三井住友銀行　東京公務部（普通）３０２３５０１

〔口座名義〕社会福祉法人 全国社会福祉協議会

全国社会就労センター協議会 義捐金口

② ゆうちょ銀行　振替口座　００１２０－８－６２８３６８

   　　　　　　　〔口座名義〕義捐金口  社会福祉法人全国社会福祉協議会

※ 振込手数料は大変恐縮ですがご負担いただきますようお願いします。
２．募集期間：　平成28年６月１日（水）～７月31日（日）
３．使　　途： 「全国セルプ災害対策本部」において協議・決定いたします。被災した施設・事業所

に被害の状況に応じてお届けしますが、その一部は被災施設・事業所への支援物資の

購入・運搬費用、対策本部の活動経費に充当します。
○［セルプ協］情報コーナー＞その他  http://www.selp.or.jp/info/index.html
※ 「平成28年熊本地震関連」の箇所に依頼文全文掲載しています。
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※これまでの速報はセルプ協ウェブサイト「会員専用ページ」からご覧ください。
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